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１１ 医療制度について 

（財務省、厚生労働省） 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（背景） 

○ 平成１６年４月から始まった初期臨床研修の必修化などをきっかけとして、医師の

地域や診療科の偏在、開業志向による病院勤務医の不足などの医師不足問題が深刻化

し、今や全国的に大きな課題となっている。 

 

 

【提言の内容】 

(1) 病院・診療所の管理者となる要件に医師不足の地域や診療科における

一定期間の診療経験を付加すること、もしくはいわゆる後期臨床研修を

制度として位置づけ、へき地勤務など政策医療への従事を義務付けるこ

となど、医師確保に向けた実効性のある対策に取り組むこと。 

 

(2) 診療科全般にわたって高い診療能力を有しているいわゆる総合医を

専門医と同様に位置づけ、育成を図ること。 

 

(3) 本県では、人口１０万人当たりの勤務医師数が全国平均を下回ってい

るものの、指導医の指導の下、研修医も救急医療に携わり、良好な救急

医療体制を構築してきた事情を踏まえ、臨床研修制度見直しにおける研

修医募集定員について、地域医療を守るため経過措置を継続すること。

 

(4) 平成２０年度における診療報酬改定において、病院勤務医の負担軽減

策を評価する見直しが行われ、さらに平成２１年度からは救急医療や産

科医療を担う勤務医の手当に対する支援策が講じられているが、その効

果についての検証を行い、平成２２年度の診療報酬改定に適切に反映さ

せることなど、負担軽減策のより一層の充実を図ること。 

 

(5) 救急患者を受け入れる病院に軽症患者が集中し、病院勤務医の負担を

増大させていることから、救急病院の受診をできる限り避け、「かかり

つけ医」の利用を呼びかける全国的なキャンペーンを実施すること。 

 

(6) 後期高齢者医療制度の廃止・新たな制度設計に当たっては、制度対象

者である高齢者はもちろん、制度運営の現場である市町村等が混乱を来

たさないよう十分配慮するとともに、地方の意見を十分反映すること。

また、制度移行に伴う新たな財政負担については国の責任において行う

こと。 
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○ さらに、夜間、休日に、軽症患者が病院へ過度に集中することによって、病院勤務

医の負担が増大している。 

 

○ 本県においては、医師不足を打開するため、県独自の取組として平成１８年度より

ドクターバンクなどの方策により医師確保に努めるとともに、平成２０年度からは、

病院勤務医の負担軽減を図るため、県民に対し、できるだけ診療時間内に「かかりつ

け医」を受診するよう呼びかけを行っている。また、平成２１年度には地域医療へ積

極的に貢献する医師を確保するため、診療科全般にわたって高い診療能力を有する総

合医の養成を目的とした講座の大学医学部への設置を支援している。 

 

○ 後期高齢者医療制度については、その運用開始後、高齢者から様々な批判が寄せら

れたことから、制度改善策が実施される中で、制度の定着が図られつつあったが、国

においては、後期高齢者医療制度の廃止の方向を示している。 

 

 

（ 参 考 ） 

 

  愛知県における医師不足のために診療制限している病院（平成 21 年 6 月末） 

 
１　全体の概要 【単位：病院】 ２　主な診療科ごとの状況

２次医療圏 診療科

名古屋 27 ／ 132 (20.5%) 産婦人科 17 / 69 (24.6%)

海部 2 ／ 11 (18.2%) 小児科 16 / 133 (12.0%)

尾張中部 0 ／ 5 (0.0%) 精神科 12 / 101 (11.9%)

尾張東部 3 ／ 19 (15.8%) 内科 28 / 288 (9.7%)

尾張西部 4 ／ 20 (20.0%) 整形外科 12 / 206 (5.8%)

尾張北部 6 ／ 24 (25.0%) 外科 8 / 201 (4.0%)

知多半島 7 ／ 20 (35.0%) 麻酔科 4 / 107 (3.7%)

西三河北部 3 ／ 20 (15.0%) 注）診療制限している病院数／診療科標榜病院数

西三河南部 6 ／ 37 (16.2%)

東三河北部 1 ／ 6 (16.7%)

東三河南部 10 ／ 38 (26.3%)

計 69 ／ 332 (20.8%)

注）診療制限している病院数／各区分の病院総数

病院数医師不足のため診療制限している病院


